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医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要

医療保険制度の安定的な運営を図るため、市町村国保、協会けんば、後期高齢者医療制度における保険料
の引上げの抑制等のための所要の改正を行う。

(国 保 法 )(31ま 軍it22年 711日 施行 )

① 財政支援措置の4年間の延長(約2000万世帯 カロ入者約3600万人 1世帯平均で年間約1.2万円の保険料上昇抑制効果)。「低所得者を抱える市町村」、「高額な医療費」に対する国、都道府県の補助等をう|き続き実施.

② 市町村国保の財政安定化のため、都道府県単位による広域化を推進
・ 都道府県の判断により、市町村国保の広域イヒについての方針の作成、市町村の拠出により医療費を賄う共同事業の拡大等を
可能とする。

③ 保険料滞納世帯であっても、医療を現物給付で受けられる子どもの対象の拡大(中学生以下→高校生世代以下)0-旦窓口で医療費を支払わなければならない資格証明書の交付世帯に属する高校生世代に、短期被保険者証を交付。

(健保法等)colま平5t22年 7月 1日 施
`f)◆ 協会けんぽの逼迫した財政状況に鑑み、保険料の大幅な引上げを抑制するため、24年度までの3年間において、財政再建の

ための特例措置を講ずる。(被保険者約2000万人 加入者約3500万人 22年度で労使年間2.1万円の保険料上昇抑制効果)

① 国巨補助割合を13%から16.4%に引き上げ

② 単年度収支均衡の特例として、21年度末以降の赤字額について、24年度までの償還を可能とする
③ 後期高齢者支援金について、被用者保険グループでの負担能力に応じた分担方法を導入 (高齢者医療確保法)

。後期高齢者の医療費に対する現役世代からの支援金の3分の1(22年度は9分の2)について、保険者の財政力に応じた負担
(総報酬割)とする。

Ⅲ 高齢者の保険料軽減のための (高齢者医療確保法)

給付変動等に備えるため都道府県に設置している財政安定化基金について、保険料の引上げの抑制に活用できるようにする
サラリーマンに扶養されていた方の保険料の軽減措置を延長する(約 190万 人 年間平均約2.1万円の保険料上昇抑制効果 )

※予算措置をあわせると約3.8万円

①

②

の 主の保険料軽減のための

公布の日



広域化等支援方針の策定について

① 改正法により、市町村国保の都道府県単位化を進めるための環境整備として、
新たに都道府県の判断により『広域化等支援方針J(※ )の策定ができることに。

② 都道府県は市町村の意見を聴いて策定することとなるが、可能なものから早期に
策定するよう要請 ^

③ 現在新たな高齢者医療制度について検討されており、広域化等支援方針の内容に
ついても、この影響を受けることが予想されるため、将来目指すべき方向性を掲げつつ、
当面。平成24年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請。

(※ )広域化等支援方針のイメージ

都道府県が、国保事業の運営の広域化又は国保財政の安定化を推進するため、
市町村の意見を聴きつつ、国保の都道府県単位化に向けて策定する方針。

内容はおおむね以下に掲げる事項。
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・医療費適正化策の共同実施 の拡充
・広域的な保健事業の実施 0都道府県調整交付金の活用

0赤字解消の目標年次
・標準的な保険料算定方式
・標準的な応益割合 など



医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康保険法等の一

部を改正する法律の審議経過等について

○ 閣議決定・国会提出 2月 12日 (金 )

1 衆議院

・趣旨説明・質疑  3月 25日 (木)※ 衆 。本会議

・委 員 会 付 託  3月 25日 (木)※ 厚生労働委員会

・提 筆ヨ里山言;t明   3月 31日 (水 )

・質 疑 ① 二月 2日 (金)※ 2‖寺1間 50分

・賃  疑  ②  4月 7日 (水)※ 6‖椰 ]

・質 疑 ③ 4月 1)日 (金)※ 3‖寺階|

・参 考 人 7[疑   4月 1131](火 ) ※ 3時間

・質  疑  (1)  ■月 14口 (水) ※ 6‖寺間

。
1采 7夫 (,Fジタ委)   4ナ11 4目 (ノK)

。議 丁 (本 会 議 ) =1月 15日 (木 )

3.公布 口施行

。公  布  日  5月 19日 (水 )

・施  行   日  公布の 日(ただし、短期被保険者証交付の高校生 此代以下への

拡大、後期高齢者支援金の総報酬害Jの一部導入等は 7り11日 )

計  20時 間 50分

計  14時 間 55分
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医
療
保
険
制
度
の
安
定
的
運
営
を
図
る
た
め
の
国
民
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
二
十
二
年
五
月
十

一
日

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

一
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
及
び
前
期
高
船
者
に
係
る
保
険
者
間
の
費
用
負
担
の
調
整
に
よ
る
拠
出
金
負
担
に
よ

っ
て
、
運
営

に
困
難
を
き
た
し
て
い
る
保
険
者
に
対
す
る
財
政
支
援
を
、
同
法
案
の
耕
置
期
限
で
あ
る
平
成
二
十
四
年
度
ま
で
の
間
、
継

続
し
、
か
つ
更
に
充
実
す
る
こ
と
。

二
、
国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ
い
て
は
、
広
域
化
管
支
援
及
び
適
切
な
財
政
支
援
を
行
う
こ
と
。

三
、
高
齢
者
医
療
制
度
に
係
る
保
険
者
間
の
費
用
負
担
の
調
整
に
つ
い
て
は
、
そ
の
再
構
築
に
向
け
、
広
く
関
係
者
の
意
見
を

聴
取
す
る
と
と
も
に
、
若
年

・
者
の
負
担
が
辿
大
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
公
費
負
担
を
充
実
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。




